
コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE Kyosan Electric Manufacturing Co., Ltd.

最終更新日：2019年6月24日
株式会社　京三製作所

代表取締役 社長執行役員　戸子台　努

問合せ先：執行役員　総務部長　玉木 敏弥 045-503-8100

証券コード：6742

https://www.kyosan.co.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、「ガバナンスの優れた企業とは、株主価値の最大化を目的としながらも、環境的側面や社会的側面にもバランスよく配慮した企業継続と
いう長期的な視点から、フェアでオープンな事業活動を通じて、あらゆるステークホルダーにとっての企業価値を高める経営を行う企業である」とい
う理念に基づき、健全かつ機能性に優れたコーポレート・ガバナンスおよび企業活動の透明性、健全性を確保する企業倫理体制の構築に努めて
おります。

　当社は、コーポレート・ガバナンスを強化することが、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資すると認識しており、取締役会等の
役割・責務のなお一層の充実をはじめ、適切な情報開示と積極的な株主との対話により、あらゆるステークホルダーと良好な関係を築いて、企業
価値を高める経営に努めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４　株主総会における権利行使】

　当社は、海外投資家にも配慮し、招集通知と株主総会参考書類については英訳版を作成し、当社ホームページを通じて、すみやかに開示してお
ります。

（株主総会招集通知〈英訳版〉：https://www.kyosan.co.jp/english/ir/stock02.html）

　なお、当社の株主における機関投資家や海外投資家の比率等を踏まえ、現段階では議決権の電子行使を行っておりません。今後、状況の変化
に応じて検討してまいります。

【原則１－４　政策保有株式】

１．上場株式の政策保有に関する方針

　当社は、事業機会の創出や営業取引・調達取引関係の維持・強化など、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に必要と判断できる
政策保有銘柄について、取締役会でその保有に伴う便益と保有リスク等を鑑み保有の可否を判断しております。また、保有が資本コストに見合っ
ているか等の視点から、毎年、取締役会で個別に保有の適否について判断してまいります。

２．政策保有株式の保有適否に関する判断基準

　各事業年度末日を基準日とし、各銘柄における取引利益および年間配当金額から総合利回りを算出し、加重平均資本コストと比較する方法に
よっております。総合利回りが加重平均資本コストを下回った銘柄については、中長期的な見通し等を勘案し、継続保有の可否を判断することとし
ております。

３．政策保有株式に係る議決権行使基準

　当社は、政策保有株式に係る議決権行使基準を次のとおりとしております。

（１）原則として、全ての議案に対して議決権を行使いたします。

（２）当該企業の経営方針を尊重した上で、業容、経営状況などを勘案して、議案ごとの賛否を判断いたします。

（３）当社の企業価値や株主共同の利益に影響を与える可能性のある議案については、個別の対話を通じてその目的および企業価値向上に向け
た考え方等を確認した上で賛否を判断いたします。

　当社は、上記の「１．上場株式の政策保有に関する方針」、「２．政策保有株式の保有適否に関する判断基準」および「３．政策保有株式に係る議
決権行使基準」に基づき、政策保有株式に関する対応を行っております。

【原則３－１　情報開示の充実】

（１）当社は、「KYOSAN VISION」において、企業理念を『「安全性・信頼性」「地球環境保全」をキーワードに先進の技術と高い品質で「社会の発展

と快適性向上」に貢献する』と公表しております。

　内容は、当社ホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。

（企業理念：https://www.kyosan.co.jp/company/vision.html）

　また、中期経営計画、当該事業年度の見通しなどにつきましても策定し、公表しております。内容は、当社ホームページに掲載しておりますの
で、ご参照ください。

（中期経営計画：

http://contents.xj-storage.jp/xcontents/67420/13974b03/dc24/4be6/a83f/14f4b84ac10c/140120180511435564.pdf）

（２）当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方をコーポレートガバナンス報告書にて公表しております。内容は、同報告書「１ １．

基本的な考え方」をご参照ください。

（３）当社は、取締役会が取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続をコーポレートガバナンス報告書にて公表しております。内容は、同報
告書「２ １．機関構成・組織運営等に係る事項【取締役報酬関係】」をご参照ください。

（４）取締役会は、経営陣幹部の選解任および取締役候補の指名について、取締役がそれぞれの役割を担うに相応しい能力・資質を有しているか
を判断し、決議しております。

　　監査役候補の指名は、代表取締役が候補者を監査役会に推薦し、監査役会の同意を得た上で、取締役会の決議をもって行っております。

（５）経営陣幹部の選解任に際しては、取締役会上程時に理由を説明しております。また、取締役・監査役候補の指名に際しては、取締役会上程
時に各候補者の指名の理由を説明しております。

【補充原則４－１－３　取締役会の役割・責務（１）】

　当社では、最高経営責任者（ＣＥＯ）等の後継者計画（プランニング）について、任意の指名委員会を設置し、委員会で審議いたします。後継者候
補に対しては担当役員または事業部長といった立場で高度な役割・責務を与え、取締役会等の場でその判断力・発言力を高める経験を通じて後



継者候補に相応しい人材として育成してまいります。

　取締役会は、後継者候補として適切な人材か否かを協議を通じて判断してまいります。

【補充原則４－２－１　取締役会の役割・責務（２）】

　当社の取締役報酬は、2007年４月に取締役会で承認された役員報酬内規（2017年４月に社外取締役報酬を改定）に基づいて、役位ごとに基本
報酬、株式購入に充てるインセンティブ報酬、業績連動報酬（賞与）が決定されます。今後は任意の報酬委員会を設置し、委員会において客観
性・透明性を保ちながら、健全なインセンティブとして機能するようそれぞれの割合も考慮して必要に応じ報酬体系の見直しを図ってまいります。

【補充原則４－３－２　取締役会の役割・責務（３）】

　当社は、ＣＥＯの選任に関しては、社内の論理、関係性だけではなく、社外役員の関与により客観性・適時性・透明性が確保された状況で十分な
資質、経験、判断力等を有した者を選任しております。

　今後、任意の指名委員会を設置し、より一層客観性・適時性・透明性あるＣＥＯの選解任手続を構築してまいります。

【補充原則４－３－３　取締役会の役割・責務（３）】

　当社は、取締役会が、ＣＥＯの解任についてその実績、資質、適格性などを総合的に評価し、ＣＥＯに求められる機能・役割が適切に発揮されて
いないと判断した場合には、客観性・適時性・透明性が確保された状況で取締役会の決議要件をもってなさるべきと考えております。

　今後、任意の指名委員会を設置し、ＣＥＯを解任するための客観性・適時性・透明性ある手続を構築してまいります。

【補充原則４－１０－１　任意の仕組みの活用】

　当社は現在、取締役会の下に指名委員会や報酬委員会は設置しておりませんが、独立社外取締役を含む取締役会で経営陣幹部・取締役の指
名・報酬について審議し決定しております。今後、独立社外取締役を主要な構成員とする指名委員会および報酬委員会を新たに設置して、経営陣
幹部・取締役の指名・報酬などの特に重要な事項について独立性・客観性を確保して決定してまいります。

【原則４－１１　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社取締役会は、各事業分野に精通した業務執行を兼務する取締役と、各分野の専門的知識を有する業務執行を兼務しない専任取締役で構
成されており、社外取締役３名のうち１名を女性としておりますが、現状においては、国際性の面で十分に多様性を有する構成とはなっておりませ
ん。今後、取締役会の構成につき、国際性の面で多様性の更なる高度化を図ってまいります。

　当社監査役会は、各事業分野に精通し、適切な経験・能力を有する社内監査役と、各分野の専門的知識を有する独立役員である社外監査役で
構成されております。そのうち１名は、金融機関勤務で培われた財務・会計に関する十分な知見を有しており、他の１名は弁護士としての法律的か
つ倫理的知見を有しております。

　取締役会は、その役割・機能の高度化を図るため、取締役会全体としての実効性に関する分析・評価を行っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社は、関連当事者間の取引が発生する場合には、リーガルチェックを実施することを原則とし、該当する役員を特別利害関係人として当該決
議の定足数から除外した上で取締役会に諮り、内容の是非を判断いたします。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は確定給付企業年金制度を導入しており、積立金の運用は専門の運用機関に委託しております。また、アセットオーナーとしての機能を高
めるべく、担当部署の管理者は必要に応じて運用機関から説明を受けるなど、内部における人材育成についても注力しております。

【補充原則４－１－１　取締役会の役割・責務（１）】

　当社取締役会は、法令・定款で定められた事項のほか、取締役会規程に定められた事項に関して審議し、承認・決定します。

　また、当社取締役会は、取締役会規程に定められた審議事項以外の業務執行に関する事項については、取締役または執行役員の職務権限の
範囲において各取締役、執行役員に委任しております。

【原則４－８　独立社外取締役の有効な活用】

　当社は、取締役８名中、独立社外取締役を３名選任しており、３分の１以上の独立社外取締役を選任しております。内容は、当報告書「２ １．機

関構成・組織運営等に係る事項【取締役関係】」をご参照ください。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、社外取締役の候補者選定にあたり、会社法が定める社外取締役の要件や東京証券取引所が定める独立性基準を満たし、かつ企業経
営に必要な専門的知識を有する専門家および企業経営の経験者ならびにこれに準ずる者であることを当社独自の判断基準としております。また
専門的かつ幅広い見識を活かして当社の社外取締役としてその職務を全うできると判断できる人物を独立社外取締役の候補者として選定してお
ります。

【補充原則４－１１－１　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社取締役会は、各事業部門および管理部門に精通した取締役と会社法および東京証券取引所が定める独立性基準ならびに当社独自の判断
基準を満たした独立社外取締役により構成しております。また、取締役会の規模につきましては、実質的な議論を活発に行うために適切な員数と
して10名と定款に定めており、迅速な意思決定を行うように努めております。なお、取締役候補者の指名にあたり、性別・国籍等は問いません。

【補充原則４－１１－２　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社は、取締役・監査役の重要な兼職は合理的な範囲としており、その状況は株主総会参考書類や事業報告等の開示書類に記載しておりま
す。

（株主総会招集通知：https://www.kyosan.co.jp/ir/stock02.html）

【補充原則４－１１－３　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社は、取締役会の実効性を高めるべく取締役・監査役からの意見を参考にして、その運営方法や審議事項につき改善を図っております。ま
た、取締役会の更なる実効性確保・向上を目的として、取締役・監査役に対し、無記名式の「取締役会に関するアンケート」を実施しております。

　アンケートの集計・分析結果をもとに取締役会において評価を行い、取締役会の実効性について一定の評価がされました。継続的に取締役会の
実効性確保・向上に取り組んでまいります。

【補充原則４－１４－２　取締役・監査役のトレーニング】

　当社は、取締役および監査役が、その求められる役割を果たすために、必要に応じて社内の担当部署または外部専門家による講習会、外部セ



ミナーへの参加などを実施・推奨しております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、株主との建設的な対話を促進するために、以下の取り組みを行います。

１．株主総会のほか従来より開催しているＩＲ説明会等の機会を通じて、合理的な範囲で株主との対話の一層の充実に取り組みます。

２．対話で得られた意見を取締役および経営陣幹部にフィードバックし、企業活動に適切に反映するよう努めます。

３．ＩＲ・広報部担当役員を株主との対話全般の統括責任者とし、ＩＲ・広報部を事務局として、適時・適切に企業情報を開示し株主との対話を推進し
ます。

４．株主との対話においては、社内規程の定めるところに従い、インサイダー情報を適切に管理しております。なお、当社では決算情報に関しては
株主の皆様の公平性を確保するため、各四半期の決算日から決算発表日までの期間は、業績の見通しに関する質問・対話は差し控えさせてい
ただきます。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本生命保険相互会社 6,089,000 9.70

京三みづほ会 4,117,217 6.56

京王電鉄株式会社 3,143,150 5.00

株式会社横浜銀行 3,124,000 4.97

京三製作従業員持株会 2,817,034 4.48

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,011,900 3.20

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,815,000 2.89

ＢＮＹ　ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ ＪＰＲＤ ＡＣ ＩＳＧ(ＦＥ-ＡＣ) 1,797,899 2.86

株式会社三菱UFJ銀行 1,350,800 2.15

明治安田生命保険相互会社 1,007,000 1.60

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数
10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社外取締役

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

藤本克彦 公認会計士 ○

墨谷裕史 他の会社の出身者 ○

北村美穂子 弁護士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



藤本克彦 ○ ―――

　同氏は、1971年から公認会計士として活躍さ
れており、2008年６月に当社取締役に就任され
ました。

　当社は、同氏の公認会計士および監査法人
の代表社員として長年にわたって培われた専
門的知識および経験を取締役会の透明性の向
上および監督機能の強化に活かしていただけ
るものと判断し、社外取締役に就任いただいて
おります。さらに、同氏が公認会計士であること
から、2008年より当社買収防衛策における独
立委員会委員として選任しております。

　同氏は社外取締役としての機能を十分発揮し
ておられ、独立役員としての属性において高い
独立性が認められることから、独立役員として
相応しいと判断いたしました。

墨谷裕史 ○ ―――

　同氏は、2003年６月に東京部品工業株式会
社（現株式会社ＴＢＫ）取締役経営企画部長、
2006年６月に株式会社ＴＢＫ上席執行役員財
務部長、2007年６月に同社代表取締役社長、
2014年４月から2015年６月まで同社代表取締
役会長として活躍されました。

　当社は、同氏の株式会社ＴＢＫ在籍時に培っ
た豊富な経験と、企業経営者としての経験に基
づく広い知見を取締役会の透明性の向上およ
び監督機能の強化に活かしていただけるもの
と判断し、社外取締役に就任いただいておりま
す。

　また、同氏は独立役員としての属性において
高い独立性が認められることから、独立役員と
して相応しいと判断いたしました。

北村美穂子 ○ ―――

　同氏は、2000年４月に第二東京弁護士会、
2011年３月にニューヨーク州に登録した弁護士
であり、2012年には東京簡易裁判所調停委員
に就任されております。

　当社は、同氏の弁護士等として培われた法律
の専門的な知識とグローバルな視点にたった
広い知見を当社の取締役会の透明性の向上
および監督機能の強化に活かしていただける
ものと判断し、社外取締役に就任いただいてお
ります。同氏はこれまで直接会社経営に関与さ
れた経験はありませんが、前述の理由により社
外取締役としての職務を適切に遂行していただ
けるものと判断しております。

　また、同氏は独立役員としての属性において
高い独立性が認められることから、独立役員と
して相応しいと判断いたしました。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、会計監査人と会計監査および内部統制監査に関する監査計画ならびに監査報告に関する会議を定期的に開催しております。

また、期中に問題が発生した場合には、直ちに協議する体制になっております。

　監査役会は内部監査室と年５回以上の連携会議を開催して情報交換を行っており、内部監査室はその時点で終了している監査の概要を監査役
会に説明し意見交換を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名



社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

西村文男 他の会社の出身者 △ ○

榎本ゆき乃 弁護士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

西村文男 ○

　同氏が支店長等を務めていた株式会社
東京三菱銀行（現株式会社三菱ＵＦＪ銀
行）は、当社の主要な借入先であります
が、同氏は2010年に同行を退職しており
ます。

　同氏は、2001年３月に株式会社東京三菱銀
行（現株式会社三菱ＵＦＪ銀行）田町支店長、同
５月に同行碑文谷支社長、2010年６月にエムエ
スティ保険サービス株式会社常務執行役員、
2016年６月から2018年６月まで日本カーバイド
工業株式会社代表取締役専務執行役員として
活躍されました。

　当社は、同氏の長年にわたる金融機関勤務
により培われた財務知識や、企業経営者として
の経験に基づく広い知見を当社の監査体制に
活かしていただけるものと判断し、社外監査役
に就任いただいております。

　また、同氏は独立役員としての属性において
高い独立性が認められることから、独立役員と
して相応しいと判断いたしました。

榎本ゆき乃 ○ ―――

　同氏は、2000年４月に横浜弁護士会（現神奈
川県弁護士会）に登録した弁護士であります。

　当社は、同氏の弁護士として培われた法律の
専門家としての高度な知識と高い見識を当社
の監査体制に活かしていただけるものと判断
し、社外監査役に就任いただいております。同
氏は、これまで直接会社経営に関与された経
験はありませんが、前述の理由により社外監
査役としての職務を適切に遂行していただける
ものと判断しております。

　また、同氏は独立役員としての属性において
高い独立性が認められることから、独立役員と
して相応しいと判断いたしました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社は、業績連動報酬と自社株購入という２つの側面でインセンティブを付与しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

［2019年３月期実績］

取締役および監査役の報酬等の額は以下の通り

　取締役 ９名　303,540千円（うち社外　２名 18,000千円）

　監査役 ４名　　45,600千円（うち社外　２名 15,600千円）

（注）

１．　上記の取締役報酬等の額は、当事業年度に係る賞与の支給予定額31,140千円を含んでおります。

２．　取締役の報酬限度額は、2018年６月22日開催の第153回定時株主総会において、年額540百万円以内(うち社外取締役30百万円以内)と決議
されております。

３．　監査役の報酬限度額は、2019年６月21日開催の第154回定時株主総会において、年額72百万円以内と決議されております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役ならびに監査役の報酬等の決定方針は、取締役会の決議による「役員報酬基準」として定めております。その中で、固定報酬である「基
本報酬」および一定以上の業績を収めた時に常勤取締役に対して支払われる「賞与」についての算定・支給方法を規定しております。

　なお、取締役ならびに監査役の報酬総額の上限枠は、株主総会の決議により定められております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　当社は社外取締役を３名選任しております。社外取締役に対しては、取締役会事務局という立場から総務部が必要な対応を行っております。

　当社は社外監査役を２名選任しております。社外監査役を含む監査役の必要に応じて、内部監査室および関係部署との情報交換を行い密接に
連携しております。なお、監査役が監査役の職務を補助すべき専任または兼務の監査役スタッフを要請した場合、適宜適切な人材をスタッフとして
配置することとしており、現在、内部監査室の部員２名を兼務の監査役スタッフとして配置しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項



　当社は、定款において取締役会決議により相談役、顧問を置くことができる旨を定めておりますが、現在、会社の経営に深く関与する該当者は
おりません。なお、代表取締役等を退任した者が相談役あるいは顧問に就任する場合でも、前任経営者としての助言等の業務に限られ、経営に
は一切関与いたしません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

【ガバナンスに関する現状の体制について】

　当社は、執行役員制度を導入しており、最高意思決定と経営監督を行う取締役会の機能向上・活性化と、執行役員による業務執行の高度化・迅
速化を図り業務を遂行しております。また、当社は、社外取締役および社外監査役を選任することにより、経営の監督・監視機能の強化に努めて
おります。

　取締役会は毎月１回定時開催するほか必要に応じて臨時に開催し、法令で定められた事項や経営計画に関する事項をはじめ、組織、制度、人
事、財務、設備、労働協約など重要事項について審議・承認・決定するとともに、業務執行を監督しております。

【業務執行、監査・監督機能の強化に関する取組状況について】

　業務執行につきましては、取締役会で決定された経営重要事項を確実に執行するための執行レベルの意思決定機関として、全執行役員および
常勤監査役で構成する経営執行会議を原則月２回開催するほか必要に応じて臨時に開催し、取締役会で決定された経営重要事項を確実に執行
するための執行レベルの意思決定、執行手法の協議および実施状況の確認、取締役会に付議すべき事項、営業・技術・生産・子会社関連事項・
その他重要事項、代表取締役特命事項など重要な事項について審議しております。

　なお、取締役の任期につきましては、取締役の経営責任を明確にして経営体質の強化を図るとともに、経営環境の変化に即応した経営体制を
機動的に構築するため１年としております。

　監査役会は監査の方針などを決定し、各監査役の監査状況などの報告を受けるほか、会計監査人からは随時、監査に関する報告を受けており
ます。また、会計監査人、内部監査室、子会社監査役との連携を密に行い、内部統制の運用状況の把握を行っております。

　監査役は、取締役会、その他の経営に係る重要会議に出席し、経営の健全性や意思決定プロセスの透明性を監査するとともに、取締役からの
報告の聴取、重要な決裁書類の閲覧などにより取締役が行う職務執行における適法性、適正性、妥当性を中心とした監査を行っております。常勤
監査役は経営執行会議に出席し、その内容を監査役会で報告しております。

【社外取締役および社外監査役の役割や機能について】

　社外取締役につきましては、会計、法律などの専門的な知見により、経営全般の監督と有効な助言を得ております。また、社外監査役につきまし
ても、企業経営、法律などの専門的な観点からモニタリング機能を高め、監査の充実を図っております。

　これら社外取締役および社外監査役の客観的および専門的立場から、それぞれ取締役会の最高意思決定機能および経営監督機能の向上・活
性化を図っており、経営に対する監督・監視は十分機能していると考えております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査役の監督機能を活かしつつ、取締役会の機能強化を図り、コーポレート・ガバナンス体制の維持・向上を目指し、監査役会設置会
社を選択しております。

　当社は執行役員制度を導入しており、最高意思決定と経営監督を行う取締役会の機能向上・活性化と、執行役員による業務執行の高度化・迅
速化を図り業務を遂行しております。また、当社は、社外取締役および社外監査役を選任することにより、経営の監督・監視機能の強化に努めて
おります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

　株主の皆様に議案を十分検討していただくため、定時株主総会開催日より約３週間前を
目処に発送するとともに、約４週間前を目処に当社ホームページや株式会社東京証券取
引所のウェブサイト等を通じて、すみやかに開示しております。2019年６月21日（金）開催
の当社第154回定時株主総会の招集通知は、2019年５月24日（金）にウェブサイト上で開
示し、５月31日（金）に発送いたしました。

集中日を回避した株主総会の設定
　当社は、より多くの株主が株主総会に出席いただけるよう、いわゆる「集中日」と予測さ
れる日を避けて設定しております。

招集通知（要約）の英文での提供
　当社ホームページに掲載しております。

(https://www.kyosan.co.jp/english/ir/stock02.html)

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　直近のＩＲラージ・ミーティングは2019年５月27日（月）に開催いたしました。当
社ホームページに資料を掲載しております。「株式会社京三製作所2019年３月
期決算説明会」

(https://www.kyosan.co.jp/ir/library06.html)

あり

IR資料のホームページ掲載
　当社ホームページに、決算関係情報、会社説明資料、内部統制基本方針他
適時開示情報を掲載しております。

(https://www.kyosan.co.jp/ir/library03.html)

IRに関する部署（担当者）の設置 　ＩＲにつきましては、ＩＲ・広報部が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社の中長期ビジョンである「KYOSAN　VISION」や年度経営方針をはじめ、「企業行動
基本規程」等においてステークホルダー重視の経営姿勢を明確にし、当社および子会社の
全役職員に徹底を図っております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　顧客重視、技術力の向上、コンプライアンス、公正な企業活動、積極的な情報開示、人間
尊重、良き企業市民、リスク管理、地球環境の保全の９項目で構成する「企業行動基本規
程」を制定し、当社および子会社の全役職員に徹底を図っております。また、ＩＳＯ14001認
証を取得しており、環境マネジメントシステムを継続的に改善・運用しております。なお、
2018年度より環境報告書とAnnual Reportを統合した統合報告書を発行しております。

(https://www.kyosan.co.jp/ir/library07.html)

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社「企業行動基本規程」の１項目として積極的な情報開示について定めるとともに、
ディスクロージャー・ポリシーとして表現し、当社ホームページに掲載しております。

（https://www.kyosan.co.jp/ir/disclosure.html）



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、「ガバナンスの優れた企業とは、株主価値の最大化を目的としながらも、環境的側面や社会的側面にもバランスよく配慮した企業継続と
いう長期的な視点から、フェアでオープンな事業活動を通じて、あらゆるステークホルダーにとっての企業価値を高める経営を行う企業である」とい
う理念に基づき、健全かつ機能性に優れたコーポレート・ガバナンスおよび企業活動の透明性、健全性を確保する企業倫理体制の構築に努めて
おります。

　当社は、社会の公共性、公益性、安全性に深く関わる事業に携わる企業としての強い責任感と誠実性、倫理観を保持するとともに、法令、社会
ルールを遵守して行動することを重要事項と考えており、子会社を含めた内部統制システムを構築・運用しております。

・コンプライアンスについて

　当社は、社長執行役員をコンプライアンス責任者としております。

　当社および子会社は、法令、規則、社会・企業の倫理規範および「企業行動基本規程」などの遵守徹底に努めております。

・リスク管理について

　当社は、社長執行役員をリスク管理責任者としております。

　当社および子会社は、「リスク管理規程」に基づくリスク管理委員会体制を構築し、リスク管理の強化を行っております。

・内部監査について

　当社および子会社の業務執行におけるリスクを評価し、業務の有効性・効率性および適法性を監査して改善要求・提言を行うほか、内部統制シ
ステムに関する整備・運用状況評価を実施しております。

【整備状況】

１．当社の取締役および使用人ならびに子会社の取締役等（取締役、業務を執行する社員、その他これらの者に相当する者）および使用人の職
務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　監査役は、取締役の職務執行について、適法性、適正性、妥当性を中心とした監査を行い、当社および子会社において法令・定款に違反する行
為があった場合、またはそのおそれがある場合には、取締役に対する勧告、助言など必要な措置を講じております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　当社は、取締役の職務執行に係る文書および情報を法令および規程に基づき適切に管理しております。

３．当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、「リスク管理委員会」を設置し、当社および子会社の経営リスクを認識、分析し、リスク統制を行っております。リスク管理委員会の傘下
に個別リスク委員会として「経営・財務リスク委員会」「災害リスク委員会」「情報リスク委員会」を置いており、これら個別リスク委員会の活動状況
は各個別リスク委員会の委員長がすみやかにリスク管理委員会に報告を行うとともに、リスク管理委員長の判断により、リスク管理責任者に報告
等を行っております。

４．取締役および子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役および子会社の取締役等は、年度経営計画に基づき、経営目標達成のために具体的実施事項を策定し、確実に実行しております。

　また、取締役会は、取締役および子会社の取締役等の職務の執行状況を確認し、必要な意思決定を行っております。

５．当社および子会社の業務の適正を確保するための体制

　当社は、取締役会等において経営方針などの重要な事項の示達を行い、子会社との連携会議を開催して業務の適正の確保に努めております。
また、経営企画部は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社から執行状況等の重要事項の報告を定期的または必要に応じて受け、業務の適正
性を確認しております。内部監査室は、当社のほか子会社も監査の対象とし、業務監査および内部統制システム整備・運用状況の評価を実施し
ております。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　当社は、監査役が監査役の職務を補助すべき専任または兼務の監査役スタッフを要請した場合には、これらを配置いたします。専任または兼務
の監査役スタッフを配置する場合、監査役スタッフの業務に関する業務執行者からの独立性の確保を図ります。また、監査役からの指示の実効
性を確保するため、当該監査役スタッフは当社の指揮命令は受けないものとしております。

７．監査役への報告に関する体制および報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　当社および子会社の全役職員は、当社および子会社に重大な影響を及ぼすリスクが存在する場合は、監査役にその内容を報告いたします。ま
た、コンプライアンス委員会の委員長は、ヘルプラインによる使用人からの通報内容とその調査結果等を、規程に基づき監査役に報告いたしま
す。

８．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、代表取締役と定期的に会合をもち、経営方針をはじめ、会社が対処すべき課題、リスクのほか、監査役監査の環境整備の状況、監
査上の重要課題等について意見交換を行っております。また、監査役は、その他の取締役、執行役員、会計監査人等と定期的に情報交換し、必
要に応じて随時報告を求めております。

内部統制システム決議事項の詳細は、当社のホームページ（https://www.kyosan.co.jp/company/governance.html）をご参照下さい。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　反社会的勢力排除に向け、「企業行動基本規程」の中で反社会的勢力に対しては毅然とした態度で対処することを定め、当社および子会社の
役職員に周知徹底しております。また、当社および子会社を対象とした定期的な講習を実施しており、必要な情報を伝達しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

　当社は、基本方針に基づいて法令改正や買収防衛策に関する世間動向を踏まえ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の視
点から対応策について検討の結果、2019年５月10日（金）開催の当社取締役会において、定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件とし
て、旧買収防衛策に必要な修正を加えた上で継続することを決議し、2019年６月21日（金）開催の当社第154回定時株主総会において原案どおり
承認可決されました。

本プランの詳細は当社ホームページ（http://contents.xj-
storage.jp/xcontents/67420/36128f6f/3bff/4202/8217/d8249734083d/140120190510421061.pdf）をご参照下さい。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




